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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実が求められるなか、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる意思決定と適法な業務執行が可能な
経営体制及び株主重視の公正で健全な経営システムの構築、確立を目指した、取締役会及び監査等委員会を軸とした効率的かつ透明な経営管
理体制を基本としております。

取締役会は、経営の基本方針、法令で定められた事項及びその他経営に関する重要事項の決定をするとともに、業務の執行状況を監督しており
ます。また、常勤の取締役が出席する経営会議を開催し、必要に応じて取締役会付議事項を事前審議するほか、重要な案件について審議・決裁
しております。

（１）株主の権利・平等性の確保

当社は、少数株主や外国人株主を含むすべての株主に対して実質的な平等性を確保するとともに、株主の管理の確保と適切な権利行使に資す
るため、速やかな情報開示と環境整備を行っています。

（２）株主以外のステークホルダーとの適切な協働

当社は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の創出は、社内外の関係者、地域社会等の当社の活動・存続になくてはならない株主以外
の重要なステークホルダーによるリソースの提供や貢献の結果であることを十分に認識し、これらステークホルダーとの適切な協働に努めていま
す。

経営陣のリーダーシップの下、取締役及び従業員一人ひとりが当社の「企業理念」に則り、ステークホルダーの権利、立場や事業活動倫理を尊重
する企業文化・風土の醸成に取り組んでいます。

取締役会は、会社の目指すところとして企業理念及び企業行動基準を定め、中期経営計画をはじめとする基本方針、経営課題等の戦略的な方向
付け等を議論しており、重要な業務執行は、この方向付けに則して決定しています。

（３）適切な情報開示と透明性の確保

当社は、会社の財政状態・経営成績等の財務情報や、経営戦略・経営課題、リスクやガバナンスに係る情報等の非財務情報について、法令に基
づく開示を適切に行うとともに、法令に基づく開示以外の情報提供にも取り組んでいます。

これらの情報が正確で分かりやすく、有用性の高いものとなるように努めます。

（４）取締役会の責務

取締役会は、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上を促し、収益力・資本効率等の改善を図るべく、次の役割・責務を適切に果たして
います。

①取締役会の審議事項を、企業理念をはじめとする経営の基本方針、中長期的な経営計画等の当社の中長期的な企業価値の向上に関する重
要な事項とし、執行と監督の分離を進めています。

②経営陣幹部による適切なリスクテイクを支えるため、独立社外取締役を２名選任し、独立した客観的な立場からの意見を取り入れる環境を整備
しています。

③独立社外取締２名を含む３名の社外取締役で構成された独立性の高い監査等委員会を設置し、取締役の職務執行に対する客観的な立場から
実効性の高い監査体制を構築しています。

取締役会は、業務執行者による職務執行をはじめとする経営全般に対する監督機能を担い、経営の公正性・透明性の確保に務めています。法令
に定められた事項（株主総会に関する事項、人事・組織に関する事項、決算に関する事項、株式等に関する事項、一定規模を超えるM&A・投融資
に関する事項）ならびに定款及び当社グループにおける経営上の重要な事項（配当に関する事項、一定規模を超える借入に関する事項等）は取
締役会で決定する旨を取締役会規則で定めています。その他業務に係る意思決定及び執行は、取締役会で定めた職務権限規定に基づき下位
の会議体及び各業務執行者に権限委譲を行うとともに、取締役会はそれらの会議体及び業務執行者の執務状況を監督します。監査等委員会
は、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、ステークホルダーの視点に立ち、取締役会及び経営者の業務執行
並びに当社と経営陣等との間の利益相反を監督します。

（５）株主との対話

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のためには、常日頃から株主を含む投資家と積極的な対話を行い、その意見や要望を経営に
反映させ、当社を成長させていくことが重要であると認識しています。そのため、ＩＲ担当取締役を中心とするＩＲ体制を整備し、当社の経営戦略や
経営計画に対する理解を得るため、株主や投資家からの照会や面談に積極的に応じています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則4-11】取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件

当社の取締役会は、事業に精通した業務執行取締役５名と非業務執行取締役１名及び監査等委員３名で構成しています。

現在、女性の取締役を選任していませんが、当社は、取締役会の構成について、性別・国籍等を問わず、知識・経験・能力のバランスに配慮する
ことを基本方針としています。

監査等委員会は、社外取締役３名で構成しており、常勤監査等委員１名は企業経営者として豊富な経験、幅広い知見を有しています。他の監査
等委員２名はいずれも独立社外取締役で、うち１名は、弁護士として豊富な経験と専門知識ならびに高い法令遵守の精神を有しており、また、１名
は公認会計士として豊富な経験と幅広い見識を有しています。

取締役会は定期的にその実効性に関する評価を行い、機能の向上に努めています。



【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】政策保有株式

当社は、取引先との安定的・長期的な取引関係の構築、業務提携、または協働ビジネス展開の円滑化及び強化等の観点から、当社の中長期的
な企業価値向上に資すると判断できる場合、当該取引先等の株式等を取得し保有することができるものとしています。保有継続の可否についても
同様の判断基準にて継続的保有の適否を検証しています。政策保有株式の議決権の行使は、その議案の内容を精査し株主価値の向上に資す
る提案か否かを判断した上で適切に議決権を行使しています。

【原則1-7】関連当事者間の取引

当社が、当社取締役、主要株主との取引を行う場合には、当該取引が当社及び株主共同の利益等を害することが無いよう、取引条件が一般の取
引と同様であることが明白な場合を除き、当該取引についてあらかじめ取締役会に付議し、その承認を得るものとしています。

【原則2-6】企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

当社はスチュワードシップ・コードの受け入れを表明している資産管理運用機関に企業年金を委託しています。企業年金の運用にあたり専任の人
材を登用・配置していませんが、年金担当部署が運用機関に対するモニタリング等を通じて運用状況を確認し、資産配分を適宜見直すなど、ア
セットオーナーの機能が発揮できるように取り組んでいます。

【原則3-1】情報開示の充実

（ⅰ）企業理念、経営戦略、経営計画

企業理念は当社ホームページにおいて、経営戦略及び対処すべき課題は事業報告及び有価証券報告書で開示しています。また、2019年度

を初年度とする中期経営計画を2019年5月に開示しています。

（ⅱ）コーポレート・ガバナンス基本方針

コーポレート・ガバナンス報告書及び有価証券報告書にて開示しています。なお、当社は、企業統治の体制として、監査等委員会制度を採用して
います。

（ⅲ）取締役報酬決定の方針と手続

取締役の報酬は月額報酬と賞与により構成しています。月額報酬は取締役会の定めた内規に基づき、会社業績や職責を考慮し決定しています。
賞与は、毎年の経常利益をベースに中長期業績や過去の支給実績などを総合的に勘案し検討することとしています。また、社外取締役の報酬
は、独立した立場から経営の監視・監督機能を担う役割に鑑み、月額報酬のみとしており、賞与の支給は想定していません。手続きは、取締役会
の諮問機関として設置した代表取締役社長及び社外取締役の計３名以上、かつ、その過半数を社外取締役で構成する指名・報酬委員会の審議
及び複数の独立社外取締役を含む監査等委員会から意見を受け、取締役会で決定します。

（ⅳ）取締役候補の指名

(ア)監査等委員以外の取締役候補

監査等委員以外の取締役候補の指名は、的確かつ迅速な意思決定と適材適所の観点より総合的に検討し、指名・報酬委員会の審議及び複数
の独立社外取締役を含む監査等委員会から意見を受け、取締役会で決定します。独立社外取締役の選任に当っては、東京証券取引所が定める
独立性基準に従って検討しています。

(イ)監査等委員である取締役候補

監査等委員である取締役候補の指名は、専門分野を中心とした幅広い経験・見識があり、業務執行状況の監査に加え、公正・中立的な立場で経
営に対する意見・助言をいただける人材を検討し、指名・報酬委員会の審議及び監査等委員会の同意を得て、取締役会で決定します。

（ⅴ）取締役の指名を行う際の個々の指名理由の説明

　監査等委員以外の取締及び監査等委員である取締役ともに、候補者の指名理由、略歴、地位、担当、重要な兼職等を定時株主総会招集通知
の参考書類等に記載しています。取締役の選解任状況は、事業報告等に記載しています。株主総会招集通知は当社ホームページに掲載してい
ます。

【補充原則4-1-1】取締役会の役割・責務

取締役会は、業務執行者による職務執行をはじめとする経営全般に対する監督機能を担い、経営の公正性・透明性の確保に務めています。法令
に定められた事項（株主総会に関する事項、人事・組織に関する事項、決算に関する事項、株式等に関する事項、一定規模を超えるM&A・投融資
に関する事項）ならびに定款及び当社グループにおける経営上の重要な事項（配当に関する事項、一定規模を超える借入に関する事項等）は取
締役会で決定する旨を取締役会規則で定めています。その他業務に係る意思決定及び執行は、取締役会で定めた職務権限規定に基づき下位
の会議体及び各業務執行者に権限委譲を行うとともに、取締役会はそれらの会議体及び業務執行者の執務状況を監督します。監査等委員会
は、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、ステークホルダーの視点に立ち、取締役会及び経営者の業務執行
並びに当社と経営陣等との間の利益相反を監督します。

【原則4-9】独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

当社は、東京証券取引所が定める独立性基準に基づいて独立社外取締役の候補者を選定しています。

【補充原則4-11-1】取締役全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方

当社は、監査等委員以外の取締役は８名以内、監査等委員である取締役は４名以内としており、各事業に要する知識、経験、能力等のバランス
に配慮し、当社の企業理念、経営戦略をもとに実効性ある経営体制及び取締役会における実質的な議論を確保するために必要かつ適切な人数
で構成することを基本とするとともに、取締役会における多様性及び専門性の確保の観点にも十分配慮し、指名・報酬委員会の審議及び監査等
委員会の意見を踏まえて決定します。

【補充原則4-11-2】取締役の他の上場会社の役員との兼任状況

社外取締役はじめ取締役は、その役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力を取締役の業務に振り向けています。兼任については
合理的範囲にとどめており、取締役の他の会社の役員兼任状況は、事業報告において毎年開示しています。

【補充原則4-11-3】取締役会の実効性評価

取締役会の実効性の向上を目的として取締役会の実効性に関する自己評価アンケートを実施しています。評価、分析は、すべての取締役から取
締役会の構成、取締役会の活動状況、取締役会の運営状況などのアンケート回答を踏まえて実施しています。2019年６月に自己評価アンケート
に基づく2018年度の取締役会全体の実効性に関する分析、評価を実施しました。この結果、取締役会全体の実効性は、十分に確保されており、
機能していることを確認するとともに、取締役会の更なる活性化に向けて課題を共有しました。当社の取締役会では、分析、評価を踏まえた課題
に迅速に対応していきます。

【補充原則4-14-2】取締役に対するトレーニングの方針

当社は、取締役には求められる役割と責務（法的責任を含む）を十分に果たしうる人物を、また、特に社内から選任する取締役には当社の事業・



財務・組織等を熟知した人物を選任しています。取締役には、その役割及び機能を果たすために必要とする経済情勢、業界動向、法令遵守、コー
ポレート・ガバナンス、財務会計その他の事項に関する情報を提供しています。更に、社外セミナーや交流会に参加し、求められる役割と責務を理
解する機会を設け、取締役の職務遂行を支援しています。社外取締役に対しては、当社及び当社が属する業界の状況の十分な理解のため、就
任時及び就任以降も継続的に必要な情報や工場・事業所を視察する機会を提供しています。

【原則5-1】株主との建設的な対話に関する方針

１．当社は、株主等との建設的な対話を重要と考えており、経営陣幹部を中心に様々な機会を通じて対話を持つように努めています。建設的な対
話を通じて、当社経営方針に対する理解を得る努力を行うとともに、株主等の声に耳を傾けることで、株主等の目線からの経営分析や意見を吸収
及び反映し、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に取り組んでいきます。

２．株主との対話については、本社部門統轄取締役がＩＲ担当として統括し、総務部が中心となり経理部、経営企画室が情報連携し対応していま
す。株主との面談は、関心事項を踏まえ、合理的な範囲でＩＲ担当取締役やＩＲ担当者が対応しています。

３．当社ホームページにおいて四半期業績等経営情報を掲載しています。

４．当社は株主等からの意見等を集約して取締役会に報告し、経営に活用しています。

５．当社は、決算発表準備期間中における情報漏洩を防止し、開示の公平性を保つため、株主・投資家との対話のテーマは、当社の持続的成長、
中長期における企業価値向上に関わる事項に限定し、インサイダー情報管理に留意しています。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

兼松株式会社 2,192,200 52.89

MSIP CLIENT SECURITIES 564,300 13.61

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 133,100 3.21

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 62,100 1.49

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 31,200 0.75

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口2） 30,700 0.74

NOMURA PB NOMINEES LIMITED A/C CPB30 30,000 0.72

材惣木材株式会社 18,700 0.45

西川　博孝 18,500 0.44

河西　清 18,000 0.43

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 兼松株式会社　（上場：東京）　（コード）　8020

補足説明

2018年8月23日付で、公衆の縦覧に供されている大量保有報告書に係る変更報告書において、シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社が
2018年8月16日現在で683千株（株券保有割合16.46％）を保有している旨が記載されておりますが、当社として当事業年度末日における実質保有
株式数の確認が出来ていないため、上記大株主には含めておりません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 その他製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

親会社との取引を行うにあたっては、その他の取引先と取引を行う場合と同様に、契約条件や市場価格などを参考にしながら適正なものであるか

どうかを判断しており、少数株主に不利益とならないよう留意しております。



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社は、兼松株式会社を親会社に持ち、兼松グループの一員として、当グループの発展に努めております。一方、経営の意思決定に関しては、独
立性を保ち運営しております。また、兼松グループとの間における不適切な取引や不正な会計処理を防止するため、適宜情報交換を行っておりま
す。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

戸井田守弘 他の会社の出身者 △ △

小林邦聡 弁護士

岡村憲一郎 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

戸井田守弘 ○ 　

1979年4月に兼松江商株式会社（現　兼松
株式会社）入社。2007年4月に兼松食品株
式会社代表取締役社長就任。2009年7月
に兼松株式会社執行役員就任。2011年6
月に同社取締役就任。2014年6月に同社
常務執行役員就任。2016年5月に兼松新
東亜食品株式会社代表取締役社長就
任。2019年6月に当社取締役（監査等委
員）就任。

戸井田守弘氏は、企業経営者として豊富な経
験、幅広い知見を有しており、社外取締役とし
て経営全般の監視と有効な助言を客観的な立
場から行っていただくため、2019年6月20日付
にて当社の監査等委員である取締役に就任い
たしました。同氏と当社の間に特別な利害関係
はなく、当社から独立した立場で取締役会の内
外において的確な助言・提言を行うことにより
適正に社外取締役としての職責を果たし、独立
性を保てるものと考えております。



小林邦聡 ○ ○ ―――

小林邦聡氏は、弁護士としての専門的な見識
を当社の経営に活かしていただくため、2014年
6月26日付にて当社取締役に就任し、2016年6
月23日付にて監査等委員である取締役に就任
いたしました。同氏と当社の間に特別な利害関
係はなく、当社から独立した立場で取締役会に
おいて的確な助言・提言を行うことにより、適正
に社外取締役としての職責を果たし、独立性を
保てるものと考えております。なお、同氏は経
営陣からの独立性を有しており、一般株主と利
益相反が生じるおそれがないことから、2014年
5月23日開催の取締役会において東京証券取
引所の定める独立役員とすることを決議し、同
取引所に届け出ております。

岡村憲一郎 ○ ○ ―――

岡村憲一郎氏は、公認会計士としての豊富な
経験と幅広い見識を有しており、当社の監査体
制強化に活かしていただくため、2015年6月23
日付にて当社監査役に就任し、2016年6月23日
付にて監査等委員である取締役に就任いたし
ました。同氏と当社の間に特別な利害関係は
なく、当社から独立した立場で取締役会の内外
において的確な助言・提言を行うことにより、適
正に社外取締役としての職責を果たし、独立性
を保てるものと考えております。なお、同氏は経
営陣からの独立性を有しており、一般株主と利
益相反が生じるおそれがないことから、2016年
5月23日開催の取締役会において東京証券取
引所の定める独立役員とすることを決議し、同
取引所に届け出ております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人を指定しておりませんが、監査等委員会は、その役割・責務を実効的に果たすために必要
な情報について、関連部門に対し情報や資料の提供を求め、各部門は要請に基づき必要な情報や資料を適宜提出しています。取締役会事務局
である経営企画室が中心となり支援体制を構築しております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会と会計監査人は定期的に会合をもち、会計監査状況及び会社の業績・財政状態に影響を与える事象や課題などについて、情報交
換を図っております。また、法令の改正や会計基準の変更等、当社の会計上影響のある事項については、会計監査人から個別に説明を受ける
等、情報の共有化と各種規制改定への対応を行っております。

内部監査を実施する監査室と監査等委員会は独立した関係でありますが、監査室長は、常に監査等委員会と協働するために日常的かつ機動的
な連携を図る体制を整備し、監査の効率的な実施に努めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）



指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 1 1 2 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 1 1 2 0 0
社内取
締役

補足説明

当社は、取締役の指名や報酬に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、説明責任及びコーポレート・ガバナンスの一層の充実を図るた
め、取締役会の下に任意の諮問機関として指名・報酬委員会を設置しております。

指名・報酬委員会の役割は、取締役会からの諮問に応じて、取締役の指名及び報酬等に係る基本方針について審議を行い、その結果を取締役
会に答申を行う。

指名・報酬委員会の構成は、取締役会決議により選定された代表取締役社長及び社外取締役の計3名で構成され、その過半数を社外取締役とし
ている。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

取締役の報酬は月額報酬と賞与により構成しています。月額報酬は取締役会の定めた内規に基づき、会社業績や職責を考慮し決定しています。
賞与は、毎年の経常利益をベースに中長期業績や過去の支給実績などを総合的に勘案し検討することとしています。手続きは、指名・報酬委員
会に諮問して、その答申を踏まえて、複数の独立社外取締役を含む監査等委員会から助言を受けた上で取締役会で決定します。また、社外取締
役の報酬については、独立した立場から経営の監視・監督機能を担う役割に鑑み、月額報酬のみとしており、賞与の支給は想定しておりません。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

全取締役の総額を有価証券報告書及び事業報告にて開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

役員の報酬等の総額は、株主総会において決議し、各個人への配分については、取締役会の諮問機関として設置した代表取締役社長及び社外
取締役の計３名以上、かつ、その過半数を社外取締役で構成する指名・報酬委員会の審議及び複数の独立社外取締役を含む監査等委員会から
意見を受け、取締役会で決定します。監査等委員以外の取締役は取締役会の決議により、監査等委員である取締役は監査等委員である取締役
の協議により決定することとしております。

【社外取締役のサポート体制】



取締役会・監査等委員会は、その役割・責務を実効的に果たすために必要な情報について、関連部門に対し情報や資料の提供を求め、各部門は
要請に基づき必要な情報や資料を適宜提出しています。取締役会事務局である経営企画室が中心となり支援体制を構築しております。また、取
締役会・監査等委員会は必要な情報が円滑に提供されているか適宜確認しています。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、3名以上の取締役から構成され、かつその過半数を社外取締役が占める監査等委員を置く監査等委員会設置会社であります。取締役9
名（うち、監査等委員である社外取締役が3名）中3名（うち、監査等委員である取締役が3名）を社外から選任し、社外取締役として当社経営に有
益な意見や率直な指摘をいただくことにより、経営監督機能の強化に努めております。原則1カ月に1回の定例取締役会と、必要に応じて臨時取締
役会を随時開催しております。取締役会では、法令又は定款に定める事項のほか、基本的な営業方針、全社的な長期計画、短期計画の樹立決
定、業績の検討等を行っております。さらに、取締役の業務分担並びに他社の役員兼務等を決議しております。また、意思決定の迅速化と機動的
経営の実現のため、常勤の取締役で構成されている経営会議を原則1カ月に2回開催し、取締役会決定の基本方針に基づき全社の全般的業務
の執行に関する方針を定め、業務遂行の指揮、指導にあたっております。

当社では、ガバナンスの強化を図ると共に迅速な意思決定と業務執行が行えるよう監査等委員以外の取締役を6名とし、十分な審議が可能な体
制としております。また、経営課題に対してタイムリーな議論を行えるよう、定例取締役会の開催時期を毎月上旬としております。

当社は監査等委員会設置会社であり、監査等委員である取締役・監査等委員が独立の機関として、取締役の職務の執行を監査する体制としてお
ります。監査等委員である取締役は、定例又は臨時の監査等委員会を開催し、また、監査等委員以外の取締役及び使用人から適宜業務執行に
ついての報告を受けるとともに、取締役会を含む重要な会議に出席しております。

当社の監査等委員会は取締役3名で構成されており、全員が社外取締役であります。

監査等委員の監査につきましては監査等委員会で承認された監査方針及び計画に基づき、取締役会のほか、経営会議やその他重要な会議に出
席し、経営の執行状況の把握、遵法状況の確認及び内部統制システムの整備・運用状況の検証等を通じて、取締役の業務執行の監査を実施す
るとともに、会計監査人の監査の方法及び結果の相当性についても監査を実施しております。なお、監査等委員会の活動の実効性を確保するた
め、監査等委員の互選により常勤の監査等委員を置き、常勤の監査等委員が、経営会議、その他重要な会議に出席し、その活動状況を監査等
委員会に適宜報告する体制としております。

会計監査人は、会計、財務管理の適正を期するため、期中及び期末に会計監査を実施し、コーポレート・ガバナンスに大きな役割を果たしており
ます。また、監査等委員との間で年間予定、業務報告等の定期的な打ち合わせを含め、必要に応じ随時情報の交換を行うことで相互の連携を
とっております。当社は、会社法に基づく会計監査人及び金融商品取引法に基づく会計監査人にＰｗＣあらた有限責任監査法人を起用しておりま
す。当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員　業務執行社員　好田　健祐

指定有限責任社員　業務執行社員　新田　將貴

※継続監査年数につきましては、全員7年以内であるため、記載を省略しております。

※同監査法人は業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう借置をとっております。

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士2名　その他26名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社では、監査等委員会による監査を実施しております。監査等委員である取締役３名全員が社外取締役であり、その知見・経験に基づいた客
観的視点に立った提言・助言を通じ、外部からの経営監視・監督機能を十分に果たすことが可能な体制が整っていることから、現在の体制を採用
しております。また、重要な事項については必要に応じ、経営会議で十分協議した上で取締役会に諮っており、十分かつ活発な討議・審議を行う
体制が構築されております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 当社では、いわゆる集中日を回避して株主総会の設定を行っております。

その他 招集通知および決議通知を当社ホームページに掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

IR資料のホームページ掲載

当社ホームページには、ＩＲ資料のページを設けております。

決算短信、ビジネスレポート(報告書）を掲載しております。また、適時開示資料
やプレスリリースをした事項につきましても、タイムリーに掲載するよう努めてお
ります。

また、株主様向けの情報として、株主総会に関するお知らせ、株式事務に関す
るお知らせやお問い合わせ先を掲載しております。

当社のホームページアドレスは次のとおりです。

http://www.ksustech.co.jp/

IRに関する部署（担当者）の設置
総務部にＩＲ担当者を設置しております。ＩＲ活動に際しては、経理部、経営企画
室等関係各部署の協力体制のもと行っております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

企業行動基準において、取引先、株主、業界等ステークホルダーに対する姿勢を定め、こ
れを遵守することを宣言しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
ISO14001を取得しております。引き続き、継続的な環境管理体制の維持、改善を図ってお
ります。また、各工場では廃棄物の削減、環境負荷の少ない技術の推進等地球環境負荷
の低減を図っております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１.内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　　当社は、当社ならびに当社子会社（以下「当社グループ」という。）の全員で共有する価値観である信条「創造と挑戦、自己実現、コンプライアン
ス遵守」に基づき「企業理念」を次のとおり定めております。 この企業理念のもと、当社グループの継続的な成長と企業価値の向上を図るとともに

コーポレート・ガバナナンスの充実および強化に努め、経営の透明性、健全性および信頼性を高めることが重要な経営課題と位置づけておりま
す。

〔企業理念〕

１．人々の安心と安全を技術で支え、社業発展を通じて社会に貢献します。

２．安心で働きやすい環境創りに務め、社員の成長と幸せを追求します。

３．ステークホルダー（株主、取引先、従業員等）に対する企業の社会的責任を果たします。

コーポレート・ガバナンスを維持していくために、「内部統制システムの構築に関する基本方針」を以下のとおり定め、業務の適正性、有効性および
効率性を確保します。

１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

取締役および使用人が法令、定款を遵守し、倫理を尊重する行動を行うために、企業行動基準およびコンプライアンス管理規定その他社則を定
めております。 その徹底を図るため、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス上の重要な問題を審議するとともに、コンプライアンス体

制の維持・向上の推進およびその教育を実施しております。 さらに内部通報制度を構築し、コンプライアンス上、疑義ある行為の通報を受け付け

る相談窓口を社内ならびに社外に設置しております。

監査室は、業務全般について、法定、定款その他社則の遵守状況、職務の執行手続および内容の妥当性、問題点の有無等を定期的に確認およ
び評価し、その結果を取締役会へ報告するとともに被監査部門へ助言および指導を行っております。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役会議事録等の法定文書のほか重要な職務執行に係る情報が記載された文書等は、法令、文書管理規定その他社則に基づき適切に保存
し、管理しております。

取締役は、これらの文書を常時閲覧できるものとしております。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

業務上発生しうるリスクは、それぞれのリスクに対し、その発生を未然に防止するための手続、リスクの管理、発生したリスクの対処方法を定めた
社則等の制定、運用、研修等を行っております。なお、リスクが顕在化した場合には、迅速な対応を行い、損害を最小限に抑えるとともに再発を防
止する体制を整えます。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

「取締役会規則」を定め、取締役会を原則として毎月１回、必要ある際は随時開催しております。 取締役会では、法令または定款に定める事項の

他、経営方針等の基本的な事項および全社的な中長期経営計画、短期計画等の決定を行っております。

取締役会の決定に基づく業務執行を効率的かつ組織的に行うため、職務権限規定に取締役および使用人の職務権限の基準を定めております。

取締役会の決定した基本方針に基づき、会社の全般的な業務の執行に関する方針を定め、業務執行の指揮、指導にあたるため経営会議を設置
しております。 経営会議は、常勤の業務執行取締役および監査等委員である取締役（以下「監査等委員」という。）で構成しております。

業務の運営については、中期経営計画および事業年度ごとの業務計画を策定することにより、全社的な目標を設定しております。 各部門におい

ては、その目標達成に向け具体策を策定、実施しております。

業務の執行状況は、担当する取締役が取締役会等において適宜報告しております。

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社は、当社グループ各社の自主性を尊重するとともに緊密な連携を図り、基本方針の樹立、経営上の重要事項等を協議することにより、内部統
制、コンプライアンスに関する情報の伝達、共有等を効率的行い、業務の適正を確保する体制を構築しております。

当社は、兼松株式会社のグループの一員として、コンプライアンスに関し適宜同社の助言を受け、情報を共有する体制を構築しております。 ま

た、定期的に兼松グループのトップマネジメントが集まり、グループ経営におけるアライアンス、相互理解、コーポレート・ガバナンスの共通認識等
の徹底を図っております。

兼松グループ各社と当社グループ各社との間における不適切な取引や、不正な会計処理を防止するため、適宜、情報交換を行うことにより、当社
グループ会社の業務の適正を十分に確保する体制を構築しております。

６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項

監査等委員会の実効性を高め、かつ職務を円滑に遂行するため、その職務を補助すべき取締役および使用人の配置の要請が監査等委員会より
ある場合には、その職務を補助する体制を確保します。

７．前項の取締役および使用人の他の取締役（監査等委員を除く。）からの独立性ならびに当該取締役および使用人に対する監査等委員会の指
示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人については、取締役（監査等委員を除く。）からの独立性ならびに監査等委員会の指示の
実効性の確保に留意します。

８．当社の監査等委員会への報告に関する体制

監査等委員会または監査等委員が取締役および使用人に対し職務の執行に関する事項の報告を求め、必要に応じ、ヒアリング、往査その他の
方法により調査を実施できるものとしております。 当社グループ会社の取締役、監査役および使用人が、業務または業績に影響を与える重要な

事実を発見したとき、重大なコンプライアンス違反の発生の懸念があるときは、これを速やかに監査等委員会に報告するものとしております。

監査等委員は取締役会に出席するほか、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、経営会議その他重要な会議または委
員会に出席できるものとしております。 また、会議に出席しない場合には、監査等委員は付議事項についての説明を受け、関係資料を閲覧するこ

とができるものとしております。

９．監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

内部通報および通報者保護管理規定を設けており、監査等委員会への報告をした者が、当該報告をしたことを理由に不当な取扱いを受けない体
制としております。

10．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理
に係る方針に関する事項

監査等委員がその職務の執行について必要な費用の前払いまたは償還あるいは費用または債務の処理の請求を当社に対して行ったときは、速
やかにこれを処理するものとしております。

11．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役や業務執行取締役と監査等委員会は定期的に会合をもち、代表取締役の経営方針を確認するとともに会社が対処すべき課題、会社
を取り巻くリスクのほか、監査等委員会監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換し、相互認識を深めるよう努めており
ます。監査等委員会が内部監査を実施する監査室と日常的かつ機動的な連携を図る体制を整備し、監査の効率的な実施に努めております。



監査等委員会は、会計監査人から監査計画および実施結果の説明を受けるとともに、会計監査人と定期的および必要に応じて情報交換を行い、
相互の連携を図っております。

また、会計監査人の報酬および会計監査人に依頼する非監査業務については、監査等委員会の事前承認を要するものとしております。

監査等委員会が監査の実施にあたり、必要と認める場合に弁護士、公認会計士等の外部専門家と連携し、監査業務に関する助言を受けることが
できるものとしております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断する旨を「企業行動基準」において定めており、前記「１．取締
役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制」に基づき社内体制を整備しております。 さらに、警察等

の専門機関や顧問弁護士等の外部機関との緊密な連携関係を保つことにより、反社会勢力排除のための整備強化を継続的に推進しておりま
す。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

〔適時開示体制の概要〕

１．会社情報の集約・管理

決定事項に関する情報、発生事実に関する情報、決算に関する情報（以下「会社情報」）の集約・管理は、経営企画室が行い、総務部が開示を担
当しております。

会社情報については、当該情報担当部門あるいは、グループ会社から、経営企画室が報告を受けます。

報告を受けた経営企画室は、経営トップ及び情報取扱責任者に報告し情報の共有化を図るとともに、内部情報管理を徹底し、総務部と連携して
「内部情報管理および内部者取引規制に関する規則」に基づきグループ全体を通じたインサイダー取引の防止を図ります。

２．適時開示の判定

情報の重要性の判断及び適時開示の要否は、開示規制（東京証券取引所の適時開示規則、金融商品取引法等）に則り、経営企画室を中心に、
経理部、総務部、当該案件担当部門等で協議・検討し決定いたします。

併せて、会計監査人、弁護士などによるアドバイス等を受け、正確かつ公平な会社情報を開示することに努めております。

３．適時開示

決定事項及び決算情報等については、取締役会等での承認後遅滞なく、また発生事実については発生後遅滞なく、総務部が情報開示しておりま
す。

開示は、東京証券取引所でのＴＤｎｅｔ登録、資料投函、自社ホームページへの掲載等により行っております。



当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は、次のとおりです。
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